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児童養護施設の現状と課題※
児童虐待防止法施行後の実態調査から一
大　竹 智※※
はじめに
　2000年11月20日に「児童虐待の防止に関する法律」（以下「児童虐待防止：法」という）が施行
され，子ども虐待に対する予防，早期発見および通告の義務について，子どもに関わる専門職
のみならず，一般の人々にも改めて認識された。また，昨今では公私にわたる関係機関のネッ
トワーク化が進み，これまで潜在化していた虐待が顕在化する一方で，育児ストレスや子育て
不安を抱える親の存在も明らかになり，虐待それ自体も確実に増加しているともいわれてい
る。そのため児童相談所への虐待相談件数はこの10年で約18倍と急増し，それと並行して親子
分離を必要とする子ども達も増えている。この子ども達の受け皿の多くは児童養護施設であ
る。
　また，．児童虐待防止法の附則の第2条には，施行後3年を目途として，施行状況等を勘案
し，検討が加えられ，その結果に基づいて必要な措置が講じられることが明記されている。こ
れを受けて関連団体では，来年の法改正に向けて動き始めている。
1　調査概要
1．調査目的
本研究は，児童養護施設における現状について，特に児童虐待防止法施行後の実態を把握
し，児童養護施設の抱えている課題を明らかにすることを目的とする。
2．対象と方法
調査は，2001年8月7日に全国児童養護i施設協議会関東ブロックに所属する172ヶ所の児童
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養護施設へ郵送法によって行い，施設長および施設職員に自計式で8月31日までに回答しても
らった。なお，施設概要については200！年8月1日現在である。また，全国児童養護施設数は
552ヶ所である。
3．回答率および施設概要
　（1）回答率
　172施設中107施設からの回収・有効回答で，回答率は62．2％であった。
　また，回答施設の所在地および都県の割合（南都県内における回答率）は，東京都が27施設
25．2％（57，4％），神奈川県が14施設13．1％（53．8％），埼玉県が11施設10．3％（64．7％），千葉
県が10施設9．3％（55．6％），栃木県が6施設5．6％（66．7％），群馬県が3施設2．8％（50％），
茨城県が7施設6．5％（58．3％），長野県が13施設12。1％（81．3％），静岡県が7施設6．5％
（63．6％），山梨県が3施設2．8％（60％），新潟県が5施設4．7％（100％）であった。
　（2）設置主体および運営主体
　設置主体は，都県が18施設（16．8％），市町村が2施設（1．9％），社会福祉法人が83施設
（77．6％），その他の法人が3施設（2．8％），その他（広域事務組合）が1施設（0．9％）で
あった。
　運営主体は，都県が5施設（4．7％），市町村が2施設（1．9％），社会福祉法人が96施設
（89．7％），その他の法人が3施設（2．8％），その他（広域事務組合）が1施設（0．9％）で
あった。
　（3）認可定員，現員数および充足率
　認可定員は，30人以下は10施設（9．3％），31人～50人は53施設（49．5％），51人～70人は18施
設（16．8％），71人目90人は10施設（9．3％），91人以上は16施設15．0％であった。ちなみに定員
数の合計は6461人であった。
　現員数は，30人以下は12施設（ll．2％），31人～50人は56施設（52．3％），51人～70人は19施
設（17．8％），71人～90人は9施設（8．4％），91人以上は11施設（10．3％）であった。ちなみに
現員数の合計は5833人であった。
　充足率は，70％以下は7施設（6．5％）」1％～80％以下は6施設（5．6％），81％～90％以下
は21施設（19．6％），91％～100％以下は72施設（67．3％），101％以上1施設（0．9％）であっ
た。ちなみに95％以上の施設は55施設（51．4％）であり，その中でも充足率100％の施設が25施
設（23，4％）であった。全体の平均は91．3％であった。
　（4）施設形態および「グループホーム」の有無
　ここでは，施設形態として「大舎制」は1舎に21名以上，「中舎制」は1舎に13名～20名ま
で，r小舎制」は1舎に12名までとした。
　大舎密は58施設（54．2％），中肉制は15施設（14．0％），小舎制は26施設（24．1％），大舎と中
舎の併用制は3施設（2、8％），大舎と小舎の併用制は2施設（1．9％），中舎と小舎の併用制は
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3施設（2．8％）であった。
　また，グループホームを持っている施設は18施設（16．8％）である。ちなみに，大舎制で5
施設，中舎制で4施設，小舎制で8施設，中舎と小舎の併用制で1施設がグループホームを
持っていた。
　（5）心理療法を担当する職員の有無
　心理療法を担当する職員を配置している施設は50施設（46．7％），配置していない施設は57
施設（53．3％）であった。また，配置している施設の中での雇用形態は，「常勤のみ」を配置し
ている施設は10施設（20％），「常勤と非常勤」は2施設（4％），「非常勤のみ」は38施設
（76％）であった。
　（6）児童自立支援計画作成の有無
　児童自立支援計画は全施設で作成されていた。その中でも全児童について行っていた施設は
96施設（89．7％），一部の児童について行っていた施設は11施設（10．3％）であった。
H　調査結果
1．措置理由（主訴）で「虐待」であった児童数（2001年8月1日現在での入所児童）
　措置理由（主訴）において「虐待」の児童数が，10人未満は40施設（37．4％），10人～20人未
満は33施設（30．8％），20人～30人未満は17施設（15．9％），30人以上は9施設（8．4％），不明
が8施設（7．5％）であった。また，84．1％の施設に「身体的虐待」，71．0％の施設に「ネグレ
クト」，49．5％の施設に「心理的虐待」，34．6％の施設に「性的虐待」の児童が入所していた。
ちなみに全児童5833人中，被虐待児が1567人（26．9％）おり，その内訳は「身体的虐待」が
607人（10．4％），「ネグレクト」が637人（10．9％），「心理的虐待」が264人（4．5％），「性的虐
待」が59人（1．0％）であった。
2．児童虐待防止法施行後（以下「施行後」という）に入所した児童数および被虐待児童数
　施行後（約8ヶ月間）入所した児童数は，10人未満が59施設（55．1％），10人～20人未満が
32施設（29．9％），20人以上が7施設（6．5％），不明が9施設（8，4％）であった。ちなみに入
所児童の合計は968人であり，不明を除くと1施設平均9．9人の児童が入所したことになる。
　また，被虐待入所児童5人未満が52施設（48．6％），5人～10人未満が23施設（21．5％），10
人～15人未満が8施設（7．5％），15人～20人以下（18人が最高値）が3施設（2．8％）であっ
た。ちなみに被虐待入所児童の合計は398人であり，施行後入所した968人に占める割合は
41．1％にあたる。また，1施設平均3．7人の被虐待児童が入所したことになる。
3．施行後の被虐待児の中で，児童福祉法第28条や第33条の6など家庭裁判所の決定による入
　所児童はいますか？
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　「有」とした施設が17施設（15．9％）で，児童数は35人であった。その内訳は，「1人のみ」
が11施設，「2人」が2施設，「3人」が2施設，「5人」が1施設，「9人」が1施設であっ
た。「無」とした施設が86施設（80．4％），「不明」が4施設（3．7％）であった。
4．施行後，児童相談所（以下「児相」という）から被虐待児の一時保護委託の依頼を受けた
　　ことがありますか？
　「有」とした施設が57施設（53．3％）で，162人の依頼があった（6施設が依頼数不明）。そ
の内，受託人数は143人，断った人数は19人であった。断った理由として，「定員は満たしてい
ないが十分半対応ができないため」とした施設が5施設，「定員を満たしているため」とした施
設が3施設，「その他」が1施設，「不明」が1施設であった。「無」とした施設が50施設
（46．7％）であった。
5．施行後，被虐待児の引き取り，帰省，面会の要求など，保護者への対応に苦慮したことは
　　ありましたか？
　「有」とした施設が87施設（81．3％），「無」とした施設が15施設（14．0％），「不明」は5施
設（4．7％）であった。
6．施行後，被虐待児に対して，家族への再統合への取り組みを行なったことがありますか？
　　また，再統合できた事例はありましたか？
　「有」とした施設が46施設（43．0％），「無」とした施設が27施設（25．2％），「取組中」とし
た施設が32施設（29．9％），「不明」が2施設（1，9％）であった。
　「有」とした46施設の中で，再統合できた施設は33施設68名であった。「無」とした施設は
13施設であった。
7．施行後，虐待を理由とした入所児童の措置解除はありましたか？
　「有」とした施設が66施設（61．7％）で，その理由（複数回答）では①「親子関係の改善」
が33件，②「自立・就職」が21件，③「児童が強く家庭復帰を希望」が20件，④「親の引き取
り要求に児相がやむなしと判断」が19件，⑤「虐待者との離婚・別居により家庭引取り」が11
件，⑥「保護者を変えて家庭引き取り」が8件，⑦「親の引き取り要求に施設がやむなしと判
断」が4件，「その他（里親，養子縁組など）」が4件であった。「無」とした施設が37施設
（34．6％），「不明」が4施設（3．7％）であった。
8．施行後，施設の中で何か変化はありましたか？
　「有」とした施設が73施設（68．2％）で，その内容（複数回答）は，①「虐待ケースの入所
が増えた」が55施設（51．4％），②「処遇困難なケースが増えた」が48施設（44．9％），③「子
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ども集団が落ち着かなくなった」が35施設（32．7％），④「施設内でのケースカンファレンスが
頻繁になった」が33施設（30．8％），⑤「職員の労働が過重になった」が32施設（29．9％），⑥
「児相との連携がスムースになった」が14施設（13．1％），⑦「体調の不調を訴える職員が多く
なった」が11施設（10．3％），⑧「児相の巡回が多くなった」が9施設（8．4％），⑨「親との関
係が取れなくなった」が5施設（4．7％）であった。「無」とした施設が20施設（18．7％），「わ
からない」が12施設（11．2％），「不明」が2施設（1．9％）であった。
9．被虐待児の処遇を通してこれまでに連携した機関はどこですか（複数回答）？
　①「児相」が105施設（98．1％），②「学校」が87施設（81．3％），③「医療機関」が62施設
（57．9％），④「福祉事務所」が34施設（31．8％），⑤保健所・保健センターが26施設（24．3％），
⑥「保育所・幼稚園」が24施設（22．4％），⑦「児童委員（主任児童委員）」，「警察署」が19施
設（17．8％），⑨「家庭裁判所」，「民間の虐待防止団体など」が11施設（10．3％），⑪「ボラン
ティア」が8施設（7．5％）であった。
10．被虐待児の処遇で保育士・指導員以外の職種として何が必要ですか？（上位3つを選択）
　①「心理療法を担当する職員」が101施設（94．4％），②「他職種よりも保育士・指導員の増
員」が57施設（53．3％），③「ファミリー・ケースワーカー」が50施設（46．7％），④精神科医
が45施設（42．1％），⑤「職員に対する外部からのスーパーバイザー」が42施設（39．3％），⑥
「看護士・保健士」が15施設（14．0％）であった。ちなみに1位で挙げたものでは「心理療法
を担当する職員」が50施設（46．7％）であった。
11．被虐待児童を処遇する上で，さらに強化したい点は何ですか？（A欄・上位3つを選択）
　①「児童の個別的処遇」が83施設（77．6％），②「児童に対するカウンセリング」が70施設
（65．4％），③「職員に対するスーパーバイズ」が54施設（50．5％），④「児童と職員との関
係」が47施設（43．9％），⑤「児童に対する日常生活指導」が30施設（28．9％），⑥「児童の集
団的処遇」が13施設（12．1％），⑦「児童の施設内交友関係の調整」が13施設（12．1％）であっ
た。ちなみに1位で挙げたものでは「児童の個別的処遇」が43施設（40．2％）であった。
12．被虐待児童を処遇する上で，さらに強化したい点は何ですか？（B欄・上位3つを選択）
　①「晶相との連携協力」が91施設（85．0％），②「保護者に対する援助」が73施設
（68．2％），③「専門の相談機関との連携協力」が51施設（47．7％），④「学校との関係」が48
施設（44．9％），⑤「医療機関との連携協力」が38施設（35．5％），⑥「児童の施設外交友関
係」が12施設（1L2％）であった。ちなみに1位で挙げたものでは「保護者に対する援助」が
42施設（39．3％），「児相との連携協力」が39施設（36．4％）であった。
一45一
児童養護施設の現状と課題（大竹）
13．今後，被虐待児童を処遇していく上で，さらにどのような条件が必要ですか？（上位3つ
　　を選択）
　①「職員の増員」が90施設（84．1％），②「関係機関との連携強化」が56施設（52．3％），③
「スーパービジョン体制の充実」が47施設（43．9％），④「研修の充実」が37施設（34．6％），
⑤「物理的条件の改善」が34回忌（31．8％），⑥「財政的援助」が30施設（28．0％），⑦「地域
との関係強化」が12施設（11．2％），⑧「職員の長期休暇制度の設置」が4施設（3．7％）で
あった。ちなみに1位で挙げたものでは「職員の増員」が69施設（64．5％）であった。
14．被虐待児を処遇する上で，さらに連携を強化する必要があると思われる機関はどこです
　　か？（上位3つを選択）
　①「児相」が96施設（89．7％），②「学校」が80施設（74．8％），③「医療機関」が60施設
（56．1％），④「福祉事務所」が15施設（14．0％），⑤「保健所・保健センター」が12施設
（11．2％），⑥「児童委員（主任児童委員）」が10施設（9．3％），⑦「民間の虐待防止団体な
ど」，「ボランティア」が9施設（8．4％），⑨「警察署」が8施設（7．5％），⑩「家庭裁判所」
が4施設（3．7％），⑪「保育所・幼稚園」が2施設（1．9％）であった。ちなみに1位で挙げた
ものでは「丞相」が70施設（65．4％）であった。
15．次のような不適応行動をもつ入所依頼があった場合，現時点での施設入所は可能ですか？
　表1で示したように，「不可能」または「可能」と回答しているもので，45％を超えている項
目を見ると，「不可能」では，①性的な行動化（テレクラ・援助交際など）の問題がある
（58．9％），②施設で，他児への身体的な暴力に関する問題が顕著である（49．5％），②無断外
出や夜間の外出が頻繁に見られる（49．5％），④学校で，三児への身体的な暴力に関する問題が
顕著である（46．7％）であった。一方，「可能」では，①夜尿が顕著である（60．7％），②元気
がない，眠いなど，全般的な身体的不調の訴えが多い（51．4％），③勉強への意欲がない
（50．5％），④生活全般に無気力な状態が目立つ（46．7％）であった。
　また，「やや不可能」と「不可能」を「不可能グループ」とし，「やや可能」と「可能」を
「可能グループ」とすると，まず「不可能グループ」が高いものは，①施設で，他児への身体
的な暴力に関する問題が顕著である（76．6％），②性的な行動化（テレクラ・援助交際など）の
問題がある（74．8％），③学校で，他児への身体的な暴力に関する問題が顕著である
（73．8％），④学校で，教師への身体的な暴力に関する問題が顕著である（72．0％），⑤施設
で，職員への身体的な暴力に関する問題が顕著である（70．1％），⑥無断外出や夜間の外出が頻
繁に見られる（68．2％），⑦万引きが頻繁に見られる（54．2％），⑧学校での授業妨害が顕著で
ある（51．4％），⑨施設での職員に対する反抗的な態度が顕著である（47．7％）であった。一
方，「可能グループ」が高いものは，①夜尿が顕著である（84．1％），②元気がない，眠いな
ど，全般的な身体的不調の訴えが多い（82．2％），③生活全般に無気力な状態が目立つ（78．5
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表1　次のような不適応行動をもつ児童の入所依頼があった場合，現時点での貴施設の入所は可能です
　　　か？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
??????????? ???????
1．無断外出や夜間の外出が頻繁に見られる 5．6 12．1 18．7 49．5 2．8
2．怠学・遅刻・早退が顕著である 19．6 33．6 23．4
??．??
0．9．
3．万引きが頻繁に見られる 10．3 24．3 25．2 29．0 0．9
4．性的な行動化（テレクラ・援助交際など）の問題が
@　ある
1．9 10．3 15．9 58．9 1．9
5．施設で，他児への身体的な暴力に関する問題が顕著
@　である
0．9 9．3 27．1 49．5 2．8
6。施設で，職員への身体的な暴力に関する問題が顕著
@　である
1．9 13．1 29．9 40．2 3．7
7．施設での職員に対する反抗的な態度が顕著である 10．3 29．0 31．8 15．9 2．8．
8．学校で，平戸への身体的な暴力‘に関する問題が顕著
@　である
0．0 ．10．3 27．1． 46．7 4．7
9．学校で，教師への身体的な暴力に関する問題が顕著
@　である 0．9 12．1
27．1 44．9 4．7
10．学校での授業妨害が顕著である 5．6 26．2 25．2 26．2 6．5
11．勉強への意欲がない 50．5 25．2 10．3 0．臼 1．9
12，怠学ではない不登校がある 35．5 33．6 14．0 4．7 1τ9
13．親密な人間関係を持つことができない 40．2 34．6 8．4 4．7 L9
14．集団内での孤立傾向が顕著である 34．6 43．0 6．5 ’　4．7 1．9
15．自分本位で，田老への配慮が極端に乏しい 28．0 43．0 15．9 3．7 0．0
16．終始，大人のそばにいないと強い不安を示し，一人
@　でいることができない 29．9 40．2 13．1
3．7 2．8
17．夜尿が顕著である 60．7 23．4 3．7．　2．8 0．0
18．元気がない，眠いなど，全般的な身体的不調の訴え
@　が多い 51．4 30．8
5．6「　　2．8 0．0
19。原因がはっきりしない頭痛や腹痛などの身体症状を
@　よく訴える 40．2 36．4
8．4．　・2．8： 0．9
20．生活全般に無気力な状態が目立つ 46．7 31．8 6．5 3．7 0．9
21．欲求不満事態でパニック行動が顕著である 11．2 33．6 26．2 15．9 3．7．
22．手洗い脅迫や不潔恐怖など，脅迫的行動がある 18．7 36．4
??．??
11．2．　4．7．　　髪
23．理申がはっきりしないおびえや不安を示すことが多
@　い
23．4 36．4 19．6 5．6 4．7
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％），④集団内での孤立傾向が顕著である（77．6％），⑤原因がはっきりしない頭痛や腹痛など
の身体症状をよく訴える（76．6％），⑥勉強への意欲がない（75，7％），⑦親密な人間関係を持
つことができない（74．8％），⑧自分本位で，他者への配慮が極端に乏しい（71．0％），⑨終
始，大人のそばにいないと強い不安を示し，一人でいることができない（70．1％），⑩怠学では
ない不登校がある（69．1％），⑪理由がはっきりしないおびえや不安を示すことが多い
（59．8％），⑫手洗い強迫や不潔恐怖など，強迫的行動がある（55．1％），⑬怠学・遅刻・早退
が顕著である（53．2％），⑭欲求不満事態でパニック行動が顕著である（44．8％）であった。
　また，「可能である理由」および「不可能である理由」を自由記述より取り上げてみたい。ま
ず，「可能である理由」として，「過去や現在，同じような子どもの問題で対応している。ま
た，何らかの改善がみられたこと」「問題行動が他誌に及ぼす影響が少ない場合は可能である」
「生活指導，心理指導において回復が見込まれる」「心理的問題，疾病をもつ児童については，
クリニックおよび心理治療を行なっていることもあり，ある程度対応可能である」などが挙げ
られていた。一方，「不可能である理由」として，「問題行動が必滅に及ぼす影響が大きいた
め」「学校に多大な迷惑をかけるため」「日常的な非行問題，反社会的行為の顕著な児童に関し
ては，児童養護施設では対応困難であるため」「1～10の行動を見る限り，児童養護施設の対象
児童とは思えない」「児童養護i施設の最低基準をみた時，集団生活が営むことができない児童
の入所は想定していないと思う」「処遇困難児が増えているためこれ以上の受け入れば困難」
「性的な問題行動を持つ子どもについては，きょうだいではない子ども（男女）が生活してい
る施設では影響が多大で困難である」などが挙げられていた。
　また，他の回答として「入所可能かどうかの判断は，その時点での集団構成（男女のバラン
ス，年齢構成など）が優先される」「児童養護施設の存在意義（社会的役割認識）から可能な限
り入所の受け入れをするのが当然である」「これらの項目はすべて今施設にいる子ども達にあ
てはまる行動である。しかし今の施設状況は限りなく限界に近くなっており，これ以上手がか
かる子どもの入所は難しい」「個別的なかかわりが現体制では無理」「児島による児童養護施設
への措置が適当との判断がある以上異議を唱えるものではない」「問題行動の現象面から入所
の可否を判断することは適当であるとは考えられない。児相から依頼があればどのような子で
も受け入れるべき」などが挙げられていた。
皿　まとめと課題
　これまでの調査結果をまとめると次のようになる。入所児童の26．9％が被虐待児である。ま
た，「身体的虐待」は84．1％の施設に，「ネグレクト」は71．0％の施設に，「心理的虐待」は
49．5％の施設に，「性的虐待」．は34．6％の施設に在籍している。また，施行後に入所した児童の
41．1％（398人）が「虐待」を理由として入所している。また，家庭裁判所の決定による入所児
童も16％の施設で見られた。
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　また，児相からの一時保護委託の依頼も53．3％の施設で，162人の依頼があり，143人の児童
を受け入れていた。これは児相の一時保護所の現状を映し出している。しかし，一時保護受託
はその費用が低額で，かつ児童の問題性もあり，施設にとっては処遇上も経営上も厳しいもの
となっている。
　さらに，施行後の変化として，51．4％の施設で「虐待ケースの入所が増えた」とし，44．9％
の施設で「処遇困難なケースが増えた」と回答している。さらに「子ども集団が落ち着かなく
なった」とした施設も32．7％にのぼり，29．9％の施設では「職員の労働が過重になった」と回
答し，10．3％の施設で「体調の不調を訴える職員が多くなった」と回答している。
　また，被虐待児の処遇で必要な職種として94．4％の施設が「心理療法を担当する職員」と回
答しており，さらに処遇する上で強化したい点として77，6％の施設で「児童の個別的処遇j，
65．4％の施設で「児童に対するカウンセリング1を挙げている。ま＃，50．5％の施設で「職員
に対するスーパーバイズ」と回答している。一方，質問12の選択肢の中では，85．0％の施設で
「児相との連携協力」を，68．2％の施設で「保護者に対する援助」をさらに強化したいとし，
その中でも「保護者に対する援助」（39．3％）を1位で挙げた施設が最も多い。また，処遇して
いく上で必要な条件として，’84．1％の施設が「職員の増員」と回答し，さらに連携を強化する
必要がある機関として，89．7％の施設が「児相」を挙げ，74．8％の施設が「学校」を，56．1％
の施設が「医療機関」を挙げている。
　質問15は，堤賢らの研究を参考にした。堤らの研究では，児童養護施設において比較的よく
観察される非社会的行動および反社会的行動に属する40項目を列挙し，分析している。』その結
果，反社会的行動群として3因子（①逸脱行動化，②暴力的行動化，③意欲喪失），非社会的行
動群として4因子（④親密な人間関係障害，⑤自己中心的傾向，⑥身体症状化傾向，⑦不安に
基づく偽成熟性）を抽出した。表1に示した23項目は，この分類に準拠し，①は1～4が，②
は5～10が，③は10～11が，④は13～14が，⑤は15～17，21が，⑥18～20が，⑦は22～23が対
応している・このことから・23項目は被虐待児が表出す不適応行動である6そして，現時点で
の入所の可能性について質問したところ，反社会的行動群の中の「逸脱行動化」（「2．怠学・
遅刻・早退が顕著である」を除く）と「意欲喪失」（「11．勉強への意欲がない」を除く）の項
目では，「不可能」「やや不可能」とする施設が50％以上を占めている。現状にあっては，反社
会的行動，他害行動をする児童については入所が困難である。その理由として，集団生活が成
り立たない，三児への安全確保が困難，個別対応が出来ない，学校や地域の理解が得られない
というものである。その一方で，非社会的行動群（「21．欲求不満事態でパニック行動が顕著で
ある」を除く）については，50％以上の施設で入所が「可能」「やや可能」となっている。
　このような現状の中で，次のような課題が明らかになった。
　①充足率が平均で91．3％に達しており，新規の入所依頼に対する対応が困難である。ま
た，集団構成との兼ね合いを考えるとさらに新規入所への対応は困難となっている。そのた
め，家族への再統合に向けた取り組みが必要となっている。そのためには，児童自身および虐
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待している親への専門的な心理治療のシステムの確立が必要となっている。しかし現状では，
心理療法を担当する職員を配置していない施設は53．3％であり，さらに配置している場合で
も，その雇用形態は「非常勤」が76％に達しており，各施設に最：低1人の「常勤の心理担当職
員」の配置が課題である。
　②施設形態では大舎制の施設が54．2％であり，入所児童への個別対応が難しい状況であ
る。また，不適応行動を表出したときに，大舎制の場合，他の児童への影響が大きくなってし
まう。このことから，児童集団を小さくする取り組みとして，小舎制やグルーフ．ホームへの移
行が今後の課題である。
　③体調の不調を訴える職員やバーンアウトする職員が現われてきている。その防止のため
のメンタルヘルスケアシステムの確立と不適応行動を表出する児童を理解するための研修シス
テムの確立が必要であり，今後どのように制度化していけるのかが課題である。
　④児童養護施設の児童は地域の学校に通学している。そのため学校の教師および地域の
人々が被虐待児童の行動を理解することが重要となる。今後どのようにして啓発活動を進めて
いくのかが課題である。
　⑤関係機関との連携および親へのケア，家族の再統合を考えたとき，面相の機能強化と職
員配置および人事を含めた基準，および児童養護施設の職員配置を含めた最：低基準の見直し
を，どのように具体的に進められるのかが今後の課題として挙げられる。
　なお，調査にあたっては関東ブロック児童養護施設長研究協議会実行委員長　磯淳昭氏に多
大なご協力を頂きました。また調査用紙を作成するにあたっては，立正大学社会福祉研究所虐
待プロジェクト研究メンバーの方々に貴重な助言を得ました。記して感謝の意を表します。
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